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◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 「こども政策に関する国と地方の協議の場（令和７年度第１回）」が開

催され、松井会長及び都竹・飛市長が出席 

４月24日、「こども政策に関する国と地方の協議の場（令和７年度第１回）」が開催

され、本会から松井会長、社会文教委員会委員長の都竹・飛市長が出席した。 

松井会長からは、①「こどもまんなか実行計画」の着実な推進に向けて、国と地方が

協議を重ねながら発展的に取り組んでいく、②「こどもの自殺対策」について、こどもら

に自殺をしてはならないという考え方を十分に理解させた上で、早期の支援や関係機関と

の連携の仕組みづくりを国と協力して進めていくことが重要である、また、③急速な物価

上昇等の影響を受け、公定価格で運営されている保育所等では、その対応に苦慮しており、

安定的な保育施設の運営や施設整備等を行うために、緊急的な財政支援を行っていただき

たい等の旨のあいさつを行った。 

次いで、意見交換において都竹・飛市長からは、①「こどもまんなか実行計画2025」

について、都市自治体ではこども・子育て施策を地域の実情や利用者の多様なニーズに応

じて柔軟な形態で実施しており、実行計画に盛り込まれる各制度の設計にあたっては、地

域の特性を十分に踏まえるとともに、自治体に過度な事務負担・財政負担が生じることの

ないようにしていただきたい、②「こどもの自殺対策」について、自治体において効果的
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に施策を展開できるよう、国が進めている「こどもの自殺の要因分析」の結果を速やかに

自治体に共有していただきたい、③「こども・若者の居場所づくり」について、今後も放

課後児童クラブの需要はさらに高まることが見込まれており、地域の実情に即して柔軟に

活用することができる補助制度の設計等について、引き続き検討いただきたい等の発言を

行った。 

（本会HP参照） 

https://www.mayors.or.jp/p_action/a_mainaction/2025/04/250425kodomo-kyoginoba.p

hp 

 [社会文教部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 

≪４月21日（月）≫ 

「第119回社会保障審議会介護保険部会」が開催され、「2040年に向けたサービス提供

体制等の在り方」検討会中間とりまとめ等について審議。本会から大西・高松市長がオン

ラインで出席し、①中山間・人口減少地域におけるサービスを維持・確保するための対応

において、市町村自らが行う直接な事業として実施する枠組みが検討の方向性として挙げ

られているが、人口減少地域における市町村の実情を十分に踏まえ、実現可能なサービス

提供体制となるようにしていただきたい、②配置基準の弾力化について、職員の配置基準

を緩和した場合、特に移動に係る負担が大きい中山間地域における訪問介護において、職

員一人あたりの負担がますます過重になることが予測され、人材確保がより一層難しくな

ることが懸念されることから、報酬等も含めた総合的な検討を行っていただきたい等の発

言を行った。 

[社会文教部] 

≪４月21日（月）≫ 

「新型インフルエンザ等対策推進会議（第17回）」が開催され、新型インフルエンザ等

対策政府行動計画のフォローアップ・ヒアリング（ワクチン、医療、検査）等について審

議。 

本会から前葉・津市長がオンラインで出席し、国において現在構築中の予診情報・予防

接種記録管理/請求支払システム及び集合契約システムについて、地方自治体の職員にと

って使い勝手のよいシステムとなるよう、試行・検証しながら準備を進めていただきたい

旨の発言を行った。 

[社会文教部] 

≪５月１日（木）10：00≫ 

「第194回社会保障審議会医療保険部会」が開催され、医療保険制度改革等について審
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議。本会から前葉・津市長がオンラインで出席予定。 

[社会文教部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 

 注）新任の日付は、任期起算日です。 

新任市長名につきましては、字体の変更がある場合もあります。 

[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の退任 ◆◇◆ 
（退任日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） 

4 月 23 日 新 潟 県 糸 魚 川 市 米 田  徹 

4 月 23 日 茨 城 県 筑 西 市 須 藤  茂 

4 月 23 日 栃 木 県 さ く ら 市  塚 隆 志 

4 月 23 日 兵 庫 県 伊 丹 市 藤 原 保 幸 

4 月 23 日 岡 山 県 備 前 市  村 武 司 

4 月 23 日 福 岡 県 柳 川 市 金 子 健 次 

4 月 23 日 大 分 県 宇 佐 市 是 永 修 治 

4 月 26 日 福 島 県 郡 山 市 品 川 萬 里 

4 月 26 日 東 京 都 日 野 市 大 坪 冬 彦 

4 月 27 日 愛媛県四国中央市 篠 原  実 

（選挙日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） （ ふ り が な ） （ 期 数 ） 

4 月 2 7 日 秋 田 県 鹿 角 市 笹 本 真 司 さ さ も と し ん じ １期（新任 4 月 27 日） 

4 月 2 7 日 宮 城 県 石 巻 市 齋 藤 正 美  2 期 

4 月 2 7 日 宮 城 県 登 米 市 熊 谷 康 信 くまがいやすのぶ １期（新任 4 月 29 日） 

4 月 2 7 日 宮 城 県 栗 原 市 佐 藤  智  2 期 

4 月 2 7 日 新 潟 県 十 日 町 市 関 口  史  5 期 

4 月 2 7 日 千 葉 県 銚 子 市 越 川 信 一  4 期 

4 月 2 7 日 栃 木 県 日 光 市 瀬 髙 哲 雄 せ た か て つ お １期（新任 5 月 23 日） 

4 月 2 7 日 栃 木 県 真 岡 市 中 村 和 彦 なかむらかずひこ １期（新任 5 月 15 日） 

4 月 2 7 日 岐 阜 県 各 務 原 市 浅 野 健 司  4 期 

4 月 2 7 日 岐 阜 県 海 津 市 横 川 真 澄  2 期 

4 月 2 7 日 滋 賀 県 彦 根 市 田 島 一 成 た じ ま い っ せ い １期（新任 5 月 10 日） 

4 月 2 7 日 和 歌 山 県 田 辺 市 真 砂 充 敏  6 期 

4 月 2 7 日 兵 庫 県 豊 岡 市 門 間 雄 司 か ど ま た け し １期（新任 5月 1日） 

4 月 2 7 日 兵 庫 県 淡 路 市 戸 田 敦 大 と だ あ つ ひ ろ １期（新任 5月 8日） 

4 月 2 7 日 兵 庫 県 宍 粟 市 福 元 晶 三  4 期 

4 月 2 7 日 沖 縄 県 う る ま 市 中 村 正 人  2 期 
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[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会からのお知らせ ◆◇◆ 

◇ 本会におけるクールビズの励行について 

本会は政府の方針に基づき、５月１日から９月30日までの間、クールビズの励行に取

り組むこととしております。 

市長各位をはじめ関係各位におかれましては、極力軽装にてご来会いただきますよう

ご協力をお願い申し上げます。 

なお、10月については、暑い日には室温設定の適正な管理と、各自の判断で軽装を行

うこととしております。 

[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 行事予定 ４月28日～５月23日（４週間） ◆◇◆ 

[企画調整室] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 令和７年４月28日現在 ◆◇◆ 

＝ 815 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  20  

中 核 市  62  

施 行 時 特 例 市  23  

一 般 市  687  

特 別 区  23  

[調査広報部] 

=============================================================================== 

【 発 行 】 

全国市長会 調査広報部 

〒102-8635 東京都千代田区平河町 2-4-2 

TEL:03-3262-2316 FAX:03-3263-5483 

ホームページ：https://www.mayors.or.jp 

内容・記事に関するお問い合わせメール：jacm@mayors.or.jp 

（月日） （時間） （ 会 議 名 ） （ 場 所 等 ） （ 所 管 ） 

5 月 22 日 1 3 : 0 0 令和７年度全国都市税財政主管者研修会 Ｗ Ｅ Ｂ 財 政 部 
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=============================================================================== 

「週報」の情報は全国市長会ＨＰでもご覧いただけます。 

=============================================================================== 


